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1  在宅医療の推進について 
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( 参考資料 ) 

参考資料 資料 3 関係資料 



      
Ⅱ 11 

在宅医療の推進にっ     て 
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医療提供体制の 見直し等に関する 日本看護協会の 意見について 

日頃 から、 社団法人日本看護協会の 活動にご理解。 ご 協力を賜り厚く 感謝申し上げ 

ます。 

さて、 平均在院日数の 短縮等、 医療。 看護をとりまく 環境は大きく 変化しています。 

医療安全に対する 国民の期待、 都道府県の役割の 強化、 在宅医療、 救急医療、 へき地 

医療等、 課題 は 山積しています。 

本 会は、 安全。 安心の質の高 い 医療。 看護の提供が 保障される医療提供体制の 見 直 

しを求め、 別添のとおり 意見書をとりまとめました。 

医 政局におかれましてぼ、 本会の意見書に 関しましてご 検討いただき、 ご 高配賜り 

ますよ う、 よろしくお願い 申し上げます。 

[ 間合 先 3 

( 社 )  日本看護協会 政策企画部 ， N Ⅵ 認 、 

電話 :03-5778-B804 Ⅰ 日牡 : ㏄ -577 か 5%2 

% ㎝ 巳 主上 : Sh 上口 nh@ ュ 。 0 包 巨 w,a ⑨ 且 ℡・ SR 。 n す ・「 l, 



平成 i7 年 5 月 3 日 

社団法人 日本看護協会 
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i. 患者。 国民の選択の 支援 

患者。 国民が主体的に 医療に参画していくために は 、 選択と意思決定 

への支援は重要です。 医療機関の情報提供については、 広告の規制緩和 

が 図られていますが、 患者。 国民のより主体的な 選択のために、 看護職 

員の専門性も 広告できるようにするべきであ ると考えます。 

また、 患者の健康にかかわる 情報を積極的に 提供できるよ う 個人情報 

保護法の施行に 伴 う 医療機関等における 個人情報保護のガイドライン 等 

の周知。 徹底が必要です。 さらに患者。 国民が得られた 情報をもとに、 

今後の治療や 療養生活の方針について 意思決定できるような 体制整備と 
『 "" ケ 。 。 " して、 セカンドオピニオンや 相談体制の充実等、 患者の自己決定を 支援 

する仕組みを 検討すべきです。 
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看護職員の専門性に 関する広告についての 規制緩和 

「診療情報の 提供等に関する 指針」および「医療機関等における 個 

人情報保護のガイドライン」の 周知登底と、 情報提供に関する 院内 

啓示等の環境整備 

インフオームド。 コンセントの 徹底」 

セカンドオピニオンの 制度化、 相談体制の充実。 強 ． 化 

! 日本看護協会 は 酒 挽及びだぼ " 税を引上げ 医療 費 等の社会保障財源に 充で ろ ことを要望                                   

  



2. 医療安全対策の 総合的推進 

医療事故防止 は 、 医療 界 が一丸となって 取り組むべき 緊急的課題であ 

@ 特に看護業務の 安全対策強化は 最も重要で ヂ 。 諸外国の医療提供 体 

制 と比較しても、 我が国ほ医療機器の 整備状況と比較して、 医療従事者 

圭 、 十 Ⅰ の 配置 は 劣悪であ ，り 、 とくに昨今の 在院日数の短縮化、 患者の里正七等 

によって、 業務の拡大と 過密化等が問題になっています ，。 とりわけ 急ャ生 

潮入院医療においては、 夜間帯。 もモニタリンバ ，顔回な処置。 年菜管理、 手術直後の患者の 受入れ等、 昼間と遜色ない 業務内容になってお り も 

はや人員配置の 引き上げは必須です。 また人員配置の 考え方について、 

米国のような 常時配置，を 取り入れることを 検討する時期と 考えます。 
Ⅰ "  ト "" "" また外来も、 化学療法の実施や 思 伯 相談など、 従来の診察のみならず、 

その機能の充実。 強化が求められています。 特に国民的課題となる 生活 

習慣病対策については、 外来部門において 個々の生活習慣等に 配慮した 

きめ細かな相談指導体制の 整備が必要であ り、 看護の専門外来の 設置や 

外来の機能強化。 充実に対応した 人員配置。 の検討が必要です。 

さらに全病院に 専任のリスクマネージャーや 医療安全管理部門、 患者 

相談窓口の設置を 義務付け、 医療事故等の 収集と分析、 検証を通じて 医 

康安全対策を 推進し、 医療事故防止対策の 強化を図ることが 大事です。 

    急性期一般病床 は 患者対看護職員 1.5: 工 以上、 夜間帯看護職員配置 

数の増員及び 常時配置の考え 方の導入 

2) 外来機能の強化。 充実を目指した 生活習慣病等の 看護専門外来等の 
二 "" ru ロ "-- " 
巨 又又 匡圭 

3) 専任のリスクマネージャー、 医療安全管理部門、 患者相談窓口設置 

の 義務化拡大 

2  平成 14 年 1 月 @  四月発生件数 33,524 件 うち看護 師のヒ                     トは 26,383 件 

，平成 17 年 4 月 12 日の DPC 評価分科会に 報告され だ 「看護の必要度に 係る特別調査について」では、 

DPC 導入後の平均在院日数の 短縮等によ           ケア患者、 重症ケア患者の 受入れが増加傾向にあ     

看護業務量が 増大していること 年が指摘きれている。 
4 夜間ば 2-3 人の看護職員で 一つの病棟をまかきれており、 言い換えれば、 患者 15 人 一 30 人 対 看護職 

眞 、 1 名 と     う                             
，看護 師 1 名お だりの受け持ち 患者 1 名の増加により 患者の死亡率が 7% 。 上昇するという デ一       

                                  し ・モ三・ e;.al : Hosp 丘 alN Ⅱ rysp.S 七 2affin 目                                                                                                                                                               
                                                                                                                                                              I 巨 e こ llc 旦 IAssod えユ巨 0 旦 ． 288(1S5 八 0.1987-i993                       年 , もと @  ． 刀 

    レフ オ   ルニア州でぼ 常時   愚者対看護 師杣 : 1 が導入されだ ， 

6 現在・外来での ム ． 員 配置 は 守孝弘ム． 対 看護職員 ] 名田上 - となっ                         

  

  

 
 



3. 小児をはじめとした 救急医療体制等のあ り方 

小児をぼ じ めました救急医療体制 は 、 地域で安心して 生活を送る上で 

は不可欠です。 特に小児領域においてば、 夜間。 休日体制が十分に 確保 

できない現状も 相まって 、 幼い子供を抱える 世帯にとって ほ 切実な問題 

です。 このように小児専門医の 不足や医師の 地域偏在等の 解決のために、 

診療報酬上の 評価を進めると 同時に、 より効率的で 質の高い小児救急医 

療 体制を実現するために は 、 救命救急セシ タ 一等でのトリアージナース 

の育成、 配置推進を図ることも 含めて、 地域における 小児を含めた 救急 

医療体制の体制整備 は 喫緊の課題です。 

また、 災害侍医療体制の 整備について、 ① D 祀 T における看護職の 役割 

と機能の明確化、 ②ボランティア。 ナースの役割と 機能の明確化等、 ③ 

災害医療を専門とする「独立行政法人国立病院機構災害医療センター」 

への研修委託に 際し、 本会が実施する 災害看護研修プロバラムとの 協働 

を検討すること 等、 重点課題として 国、 都道府県の取組みを 促進すべき 

と 考えます。 
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4. 医療機能の分化。 連携、 医療施設体系および 医療施設に係る 規制のあ 

り 方や医療計画制度について 

国民にわかりやすい 保健医療を提供         ぐためには、 国民と医療 サ 

一 ビス提供者がともに 必要な情報を 共有しながら、 適切な保健医療福祉 

サービスを選択していくことが 前提です。 しかしながら 現状としてば、 

病院や診療所の 役割。 機能の明確化がなきれておらず、 必ず安全で安心 

な 医療が提供されているとぼ 言い難い状況です。 新たな診療ネットワー 

クのイメージで は 、 今後、 都道府県の特性に 合わせたよりきめの 細かい 

保健医療提供体制の 確立が必要となってきますが、 その際にも地域間 格 

差を最小限に 留めっ つ 最大の効果を 発揮できるよ う 、 地域住民を含めた 

保健医療福祉提供体制の 基盤整備が必要です。 

  



1) 国民 ( 住民。 患者 ) に分かりやすい 保健医療提供体制の 実現 

2) 質が高く効率的で 検証可能な保健医療提供体制の 構築   

      都道府県が自主性。 裁量性を発揮する 二 とによる地域に 適した保健 

医療提供体制の 確立 

5. へき地医療提供体制の 充実 

へき地における 医療体制の確保が 困難な理由として、 現行では医師不 

足や医師の地域偏在性が 中心に議論きれています。 しかしながら、 へき 

地 医療体制における 最大の問題は、 都市部と同じ 水準の医療が 受けられ 

ないことにあ ると言えます。 このような状況を 最小限に留めるために は 、 

、 疾病予防が重要な 鍵 となってきます。 

看護職、 特に保健 師は 、 予防活動に従事しており、 地域住民の潜在的。 

顕在的な健康問題を 捉え、 早期発見。 早期治療のために 寄与してきまし 

た 。 これらの地域保健活動や 地域看護活動、 在宅看護、 訪問看護等の 活 

動とともに、 医療機関と連携。 協働することにより、 へき地の保健医療 

提供体制を支える 重要な柱となると 考えます。 

なお、 医療法に規定する 人員配置の標準については、 国民皆保険のも 

とで平等な医療アクセスを 保障するナショナル。 ミニマムとして 堅持し 

たうえで、 地域特性に応じた 最適な人員配置のあ り方を検討すべきです。 

また根本的な 問題として、 医師の養成 数 。 需給問題も含めた 解決策を検 

討することが 必要です。 

1) 保健師の増員、 活用等による 健康なまちづくり 

2) 国民皆保険のもとで、 医療法の人員配置の 標準の考え方を 堅持 

6. 在宅医療の推進ときぬ 細やかな医療計画制度 

医療機関の機能分化。 重点化の推進において、 在宅医療の基盤整備が 

非常にたち遅れている。 在宅療養を支える 要となる訪問看護ステーショ 

ンは、 その設置状況が、 いまだ 二 571 であ り、 2004 年度にしてゴールド 

""" " エ "       "'""" ヰ " , 
プランⅡの数値目標に 及ばずその整備が 急がれ手す。 都道府県が策定す 

る 医療計画の中で ，在宅医療の 推進をぽかるだ。 に地域の在宅療養のニ 
  

  ーズに適した 訪問看護ズテーションの 数値 目 檸を設定し、 在宅医療の甚 

  



盤 整備を計画的に 推進する必要があ ります。 

また介護保険制度が 導入され、 医療 ど 介護の連携の 強化が進められっ 

つあ りますが・、 医療機関に入院中から・．在宅で 療養ができるだめの 計画 

立案と、 地域の社会資源の 調整。 開発を行い、 患者、 国民が納得して、 

不安なく、 自宅で療養生活が 送れるよ う @ こ 、 医療機関における 退院支援 

の機能強化が 重要です。 看護職員等が 退院調整を実施するための 部門の 

整備と診療報酬での 評価の検討が 必要です。 また、 介護予防、 生活習慣 

病予防の推進と 在宅医療への 転換をより促進して 医療 二 』 ズ があ る患者 

の 療養を支援するために、 一利 健声 相談。 看護相談機能を 含めた訪問看護の 

あ り方や機能、 訪問看護に先立つ 医師の指示のあ り方などを見直し、 看 

護の機能が十分に 発揮できるよ う 環境整備を進めて 行く必要があ ります。 

地域において 在宅医療の基盤整備とともに、 施設。 学校等への訪問看 

護の仕組み、 Ⅱ、 児 医療の提供体制や 災害侍医療体制の 整備、 精神障害者、 

難病患者等の 療養に関してニーズに 沿ったきめ細かな 計画の策定や、 老 

人 保健計画、 介護保険事業支援計画等、 支援施策間の 連携。 整合性の強 

化、 へき地医療や 地域保健活動が 充実するための 環境整備についての 検 

討が必要です。 

    都道府県の医療計画への 訪問看護ステーションの 目標数値設定 

乃 在院日数の適正化と 在宅療養支援のだめの 退院調整部門の 強化 

3) 訪問看護の機能とあ り方の見直し、 および看護職員の 業務の拡大に 
  

関する検討 

4) 精神障害者、 難病患者等の 保健。 医療。 福祉の各連携。 整合性をも 

った 支援計画の策定 

7. 医療を担 う 人材の確保と 資質の向上 

少子化の時代において 看護職員確保を 確実にしていくだめには、 潜在 

看護 師 ，の活用とともに、 次世代育成支援。 夜勤改善等による 離職防止対 

策を推進していくことが 重要です。 

しかしながら、 潜在者を含む 看護郎等の免許取得者の 実態把握 は 現行 

ん ・ ニ片 " 日ュ " 
の業務従事者 届 でぼ困難であ り免許取得者の 届け出を義務化することが 

必要です。 さらに T992 年の「看護 師 等の人材確保の 促進に関する 法律」 

 
 

一
 

 
 

 
 

 
 @

-
 
口
 

堆
 
・
 
l
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 

 
  

 

 
 

 
 

上
 
一
一
入
 

ト
 L
 

 
 

 
 

 
  

 
 
 

ア
 
ミ
 

 
 

丁
コ
手
 

T
 

，
ど
 

ケ
丁
 

 
 

互
巳
 

 
 

口
目
 

 
 

一
 
"
"
"
 

-
 
一
 
石
彊
 

 
 



における基本指針について、 医療。 看護を取り巻く 社会環境の変化に 対 

              しだ見直しをほかり、 看護 転 ， 、 ヰ 昌の確保対策を 進めるこ とが 必 ・要で キの @ 

ます。 その際には、 医療。 看護の環境の 変化に即し、 且つ、 看護節筈 の 

業務の専門性と 独自性にも言及した 保健 師 助産前看護師法等の 見直しが 

あ わぜて必要と 考えます。 

また質の高い 医療。 看護提供を進めるために は 、 医療従事者の 資質 向 

上 が重要であ り、 医療機関で最も 従事者数が多 く 、 患者。 国民に四時間 

かかわっている 看護職員の教育の 充実 は 、 医療の質を左右します。 ヒヤ 

リ。 ハット報告がらも 新卒看護師の 医療安全教育と 実践能力の向上に 最 

重要課題であ り，、 医療機関に就業する 新卒看護師の 卒後臨床研修につい 

て、 安全な医療環境整備、 提供の視点からも 検討し、 早 い 時期に制度化 

することが重要です。 その際には、 看護基礎教育朝間についての 検討も 

必要となります。 また臨床経験が 長い者のヒヤリ。 ハット報告も 多く、 

生涯教育の充実と 看護の酉の担保が 国民にとってもわかりやすいものと 

するために、 免許の更新制について 議論されるべきと 考えます。 

さらに医療の 高度化。 専門化および 患者の高齢化に 伴う病態の複雑化 

に対応できるよさに 特定の領域におけるより 高度な知識。 技術を有する 

看護 師 が育成きれ、 医療機関での 就業が拡大しっ っ あ ります。 感染管理、 

褥瘡対策、 あ る ぃば がん末期の喀 痛 管理などその 機能を十分に 発揮する 

ことにより、 療養生活の満足度や 在院日数の短縮等に 大きく寄与して ぃ 

る 実態があ ります。 看護職員のマンパワ 一の量的確保とともに 専門看護 

師 。 認定看護師の 養成強化、 看普及の促進、 そして准看護節制度問題の 

解決について 具体的に進めて い く べ ぎです。 

1) 看護職員の確実な 確保対策と保健 師 助産前看護師法の 見直しの検討 

2) 新卒看護師の 卒後臨床研修の 制度化と導入時期の 検討 

3) 看護職員の生涯教育と 免許更新制に 関する検討 

    高度な知識。 技術を持った 専門看護 師 。 認定看護師の 養成強化と活 

用 、 配置促進 

5) 准看護 師 養成制度の早朝廃止 

部署配属年数 Q 年の ヒ ザ 職種経験年数 0 年の ヒ レ一 

ト 件数 : Ⅰ五件 
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ll@.  医療提供体制の 見直しにむ け 、 今後も検討すべき 課題について 

患者。 国民の医療に 対するニーズと 期待は、 社会的な変化とともに 日々 

変化を続けています。 そして患者。 国民に最も近い 専門職であ る我々看護 

織も、 患者。 国民のニーズに 応えるべく、 安心で安全な 医療提供体制の 実 

現に向け、 自己 研錆 していかなければならず、 新たな看護のあ り方を含む 

看護機能の充実と 拡大を目指し、 現行の看護教育体制や 看護制度を抜本的 

に 見直す必要があ ると考えまず。 




